





経済研究所 / Institute of Developing

















（Protocol to Prevent, Suppress and Punish Trafficking in Persons, Especially Women 
and Children, Supplementing the United Nations Convention against Transnational Or-
ganized Crime. 以下，パレルモ議定書）1が採択されるまで，国際法において「人















































ル為ノ婦女売買取締ニ関スル国際協定」（International Agreement for the Sup-









及児童ノ売買禁止ニ関スル国際条約」（International Convention for the Suppres-
sion of the Traffic in Women and Children）4，1933年には「成年婦女子の売買の
禁止に関する国際条約」（International Convention for the Suppression of the Traffic 








らの搾取の禁止に関する条約」（Convention for the Suppression of the Traffic in 













　1994年国連総会において女性と子どもの売買（“Traffic in Women and Girls”）
が議論され，翌1995年国連総会では女性と子どもの売買に関する国連事務総











ter-American Convention on International Traffic in Minors）8では，不法目的もしく

















































また権力の濫用（“abuse of a position of power”）は議定書特有のものとされる。
議定書の交渉記録によれば，その人にとって濫用にまかせる以外に現実的か
つ容認できる代替がない状況（“any situation in which the persons involved has no 
real or acceptable alternative but to submit to the abuse involved”）を指す（Gallagher 
2010, 32）。2005年に成立した欧州評議会人身取引条約⑽では，ある人が搾取
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を受けざるを得ない困難な状態（“any state of hardship in which a human being is 












































































び慣行の廃止に関する補足条約」（Supplementary Convention on the Abolition of 








































































































































2005年には Tier 2 となった。タイにおける移民労働者に対する労働搾取の問













ンクが続き，2014年には経済制裁の対象となり得る Tier 3 に下げられ ,　
2015年においてもそのままである。そのあいだ，人身取引に対する国連機関














　2014年 ₆ 月，強制労働を禁止する ILO第29号条約の議定書（Protocol of 













































　当該議定書は批准国が ₂カ国となった 1年後に発効する。2015年 ₅ 月ニジ
ェール，同年11月にノルウェーが批准したことにより，2016年11月に発効す
る。いずれの国々がそれに続くかが注目されている。



























ーンにおける透明性に関する法律（Transparency in Supply Chain Act）が2012
年 1 月 1 日から発効している。同法は，全世界で年間売上 1億ドル以上の小
売業および製造業は，自社のサプライチェーンにおいて人身取引を根絶する
ために行っている取り組みの開示を義務づけている。英国では2014年 ₆ 月に




























































































9 　UN Doc.E/CN.4/2000/68, Feb 29, 2000.
54
⑽ 　Council of Europe Convention on Action against Trafficking in Human Beings 























⑿ 　999 UNTS 171










⒅ 　Division A. Victims of Trafficking and Violence Protection Act of 2000, 
22USC7101. Trafficking Victims Protection Reauthorization Act of 2013（Title XII 
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ちなみに OECD加盟国で Tier 1を満たしていないと評価されているのは日本
のみである。
⒇ 　U.S. Department of State, Trafficking in Persons Report, 2001～2014年各年版。
 　2015年刑法改正で人身売買罪等を新設（第226条）。
 　外国人技能実習制度については，2010年 ₅ 月人とくに女性と子どもの
取引に関する国連特別報告者ジョイ・ヌゴシ・エゼイロによる報告書（A/
HRC/14/32/Add.4）においても指摘されている。
 　2014年より UN-ACT（United Nations Action for Cooperation against Traffick-
ing in Persons）に改組・名称変更。
 　タイの移民労働者に対するタイ政府の作為・不作為の政策は，2011年 ₈ 月
にタイを視察した，人とくに女性と子どもの取引に関する国連特別報告者ジ
ョイ・ヌゴシ・エゼイロによる報告書においても問題視されている。




 　Preamble, Protocol of 2014 to the Forced Labour Convention 1930.
 　同上。
 　同上。
 　Forced Labour （Supplementary Measures） Recommendation 2014 （No.203）.
 　当該議定書の批准は，パレルモ議定書未批准の日本にとってより難度が高
いといえよう。
 　Guiding Principles on Business and Human Rights: Implementing the United 





 　Senate Bill No.657（http://www.leginfo.ca.gov/pub/09-10/bill/sen/sb_0651-0700/
sb_657_bill_20100930_chaptered.pdf）.
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